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－173 （     ）－



























－174 （     ）－
い (24)。具体的には，会計監査人は，会社の計算書類（会社法 435 条 2 項）お
よびその附属明細書などを監査し（同法 396 条 1 項前段），会計監査報告書を
作成し（同条後段）なければならない。なお，大会社等の場合，会計監査人は，












る監査証明を受けるように強制している（金融商品取引法 193 条の 2第 1項）。
この監査証明は，財務諸表等の監査証明に関する内閣府令 (26)で定める基準
および手続きによって行わなければならず（同法 193 条の 2 第 5 項），一般に
公正妥当と認められる監査に関する基準および慣行に従って実施されなければ



























計上による粉飾決算を行うようになった。この粉飾決算は，平成 10 年から 3
年間に及び，その総額は売上高で約 96 億 7600 万円，利益額で 21 億 9800 万円
にのぼった。しかし，平成 13 年 11 月，Aの監査役と Y所属の公認会計士に
よる現地調査により，当該粉飾決算が発覚した。その後，Aは裁判所に民事再
生手続の開始の申立をし，平成 14 年 11 月に Aは解散した。
X（原告）は，Aの再生債務者管財人である。Xは，Yが当該粉飾決算を見
逃したことにつき，監査契約上の注意義務違反の債務不履行があり，これに
よって違法配当相当額 1億 8891 万円および粉飾実行に伴う社外流出相当額 8
億 3023 万円余の損害が Aに生じたとして大阪地裁に提訴し，当該損害金およ
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－178 （     ）－
（１）オリンパス粉飾決算事件
オリンパスの監査法人は有限責任あずさ監査法人 (30)（以下「あずさ監査法人」
という。）であった。あずさ監査法人は，2009 年 3 月まで 35 年間に亘りオリ
ンパスの監査法人として会計監査を担当してきた。1990 年代から続いてきた
オリンパスの「飛ばし」も，英国の医療機器メーカーであるジャイラスの 2,100
億円の買収，国内のベンチャー 3社を 734 億円という巨額の買収をした不適切
な取引も，あずさ監査法人の担当期間内に行われている。
この間，あずさ監査法人がオリンパスの粉飾決算を完全に見過ごしていたわ











ついては，1999 年 9 月にオリンパスの『飛ばし』取引を発見したのちの監査








－179 （     ）－
書は，この点を問題としていることが伺える。
また，あずさ監査法人は，ジャイラスや国内 3社の買収で支出した巨額の資
金を使って有価証券投資による損失を隠していたことにつき，2009 年 3 月期
の同社の決算で，オリンパスに対してこれらの買収に問題があることを指摘し
た。このため，オリンパスは弁護士らによる外部調査委員会を設けたが，結果











































































































益率）は 0.6％程度であり，自己資本比率も 23.3%と低く（全国平均 39.2％），
406
－183 （     ）－
決して経営基盤が強いとは言えなかった。また，新日本監査法人にとって，東

































































という。）が決定し（会社法 344 条 1 項）(50)，会計監査人は株主総会の普通決






















る規定と共通する。欠員の処置については，同法 346 条の 1項ではなく 4項が
適用される。しかし，同法 854 条（解任の訴え）は適用されない。また，会計
監査人は，監査役等の場合と同様に，会計監査人の選任・解任または辞任につ












































































































































こと（ローテーション）を義務づけた（公認会計士法 24 条の 3，同法 34 条の
11 の 3）(61)。













この問題に関して，金融庁は，2015 年 10 月 6 日，「会計監査の在り方に関
する懇談会」を設置した。今後，会計監査の在り方に対して幅広く議論が交わ
される予定であり (64)，中でも「監査法人の行動原則を定めたコード（指針）」







































EUでは，2016 年 6 月 17 日から，上場している大企業や金融機関などの社
会的に影響の大きい事業体 (70)（Public Interest Entity/PIE）に対して，監査
法人が連続で担当できる期間を原則 10 年とする監査法人のローテーション制














































































































































specialized_field/pdf/member/00809-002593.pdf）（as of Sep 20, 2016）。
（注2）公認会計士法43条1項に基づき，公認会計士が自主規制機関として組織する特別民間
法人（http://www.hp.jicpa.or.jp/）（as of Sep 20, 2016）。
（注3）公認会計士協会「独立性に関する指針」（平成18年10月5日，平成26年4月16日最終改
正）（https://www.hp.jicpa.or.jp/ippan/about/reliability/ethics/files/ethics_dokuritsu_20140709.
pdf）（as of Sep 20, 2016）。
（注4）公認会計士協会「監査人の独立性チェックリスト」（倫理委員会研究報告第1号）（http://
www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/main/20160428chd.html）（as of Sep 20, 2016）。
（注5）公認会計士協会「監査法人監査における監査人の独立性チェックリスト」（倫理委員会
研究報告第2号）（http://www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/main/20160428chd.html）
（as of Sep 20, 2016）。
（注6）公認会計士協会「監査人の独立性について」（公認会計士協制度委員会研究資料第1号）（平
成16年10月5日）（http://www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/pdf/member/00809-002593.
















pdf）（as of Sep 20, 2016）。
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－200 （     ）－
（注36）東芝第三者委員会「調査報告書」（2015年7月20日）35頁（http://www11.toshiba.









sonota/20131119-2/03.pdf）（as of Sep 20, 2016）。
（注44）公認会計士協会「倫理規則」（2014年最終改正）10頁（http://www.hp.jicpa.or.jp/









or.jp/ippan/so_jpn_cpa/pdf/j-kaisoku.pdf）（as of Sep 20, 2016）
（注52）公認会計士協会「利益相反に関する指針」（2014年）（https://www.hp.jicpa.or.jp/
ippan/about/reliability/ethics/files/ethics_rieki_20140709.pdf）（as of Sep 20, 2016）
（注53）公認会計士協会「独立性に関する法改正対応解釈指針」（2008年）（http://www.
hp.jicpa.or.jp/ippan/about/reliability/ethics/227.html）（as of Sep 20, 2016）
（注54）公認会計士協会「職業倫理に関する解釈指針」（平成22年12月4日，平成24年11月6
日最終改正）（http://www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/ﬁles/2-22-0-2-20150327.pdf）（as 










pdf）（as of Sep 20, 2016）。
（注62）1979年設立の日本の繊維・化粧品・食品・薬品・日用品の製造・販売を行とする会社。
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kaikeikansanoarikata/）（as of Sep 20, 2016）。金融庁「監査法人のガバナンス・コー
ドの策定について」（2016年7月15日）（http://www.fsa.go.jp/singi/governance_code/
siryou/20160715/03.pdf）（as of Sep 20, 2016）。
（注65）海外では，イギリスが2010年に，監査法人向けコードを導入している。また，オラン
ダでも同様のコードがある（高田・前掲注（35） 189頁（注127））。
（注66）http://www.fsa.go.jp/news/27/singi/20160308-1/01.pdf（as of Sep 20, 2016）.
（注67）会計監査の在り方に関する懇談会「会計監査の信頼性確保のために」（2016年3月8日）





（as of Sep20, 2016）.
（注71）REGULATION （EU） No 537/2014 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 
THE COUNCIL of 16 April 2014 on specific requirements regarding statutory audit of 
public-interest entities and repealing Commission Decision 2005/909/EC（http://eur-
lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/PDF/?uri=CELEX:32014R0537&from=EN）（as of 
Sep20, 2016）.
（注72）米国公開企業会計監視委員会（Public Company Accounting Oversight Board）
　　（https://pcaobus.org/Pages/default.aspx）（as of Sep 20, 2016）。
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